
１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　満期保有目的の債券・・・償却原価法によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法
　　　リース資産・・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（３）引当金の計上基準
　　　退職給付引当金・・・期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。
　　　賞与引当金・・・・・翌期に支給する賞与のうち、支給対象期間が当期に帰属する支給見込額を
　　　　　　　　　　　　　計上している。
（４）リース取引の処理方法
　　　①ファイナンス・リース取引

貸館施設予約サーバ、チケット管理システム、ファイルサーバ、
リバースプロキシ・外部メールサーバ、
グループウエア・内部メールサーバ　の５件である。

　　　 ②重要性の乏しいリース取引については、賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。

（５）消費税等の会計処理
　　　消費税の会計処理は、税込方式によっている。

２．会計方針の変更

変更なし。

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
  投資有価証券 2,000,870,452 296,542,930 300,347,435 1,997,065,947
  普通預金 1,723,691 300,000,000 298,789,638 2,934,053
小計 2,002,594,143 596,542,930 599,137,073 2,000,000,000
特定資産
　退職給付引当資産 62,017,443 8,687,184 2,096,940 68,607,687
　周年事業積立金 0 40,000,000 0 40,000,000
小計 62,017,443 48,687,184 2,096,940 108,607,687
合計 2,064,611,586 645,230,114 601,234,013 2,108,607,687

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科目 当期末残高

基本財産
  投資有価証券 1,997,065,947 ( 1,997,065,947 ) ( 0 ) -
  普通預金 2,934,053 ( 2,934,053 ) ( 0 ) -
小計 2,000,000,000 ( 2,000,000,000 ) ( 0 ) -
特定資産
　退職給付引当資産 68,607,687 - - ( 68,607,687 )
　周年事業積立金 40,000,000 ( 0 ) ( 40,000,000 ) -
小計 40,000,000 ( 0 ) ( 40,000,000 ) ( 68,607,687 )
合計 2,040,000,000 ( 2,000,000,000 ) ( 40,000,000 ) ( 68,607,687 )

財務諸表に対する注記

(うち指定正味財産
からの充当額)

(うち一般正味財産
からの充当額)

(うち負債に対応
する額)
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５．担保に供している資産

該当するものはない。

６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

定額法により減価償却を行っており、該当しない。

７．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高
　　(貸倒引当金を直接控除した残額のみを記載した場合)

債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。
（単位：円）

科目 債権金額 貸倒引当金の当期末残高 債権の当期末残高
未収金 49,574,363 0 49,574,363
合計 49,574,363 0 49,574,363

８．保証債務等の偶発債務

該当するものはない。

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。
科目 帳簿価額 時価 評価損益

第１５３回利付国債 193,207,437 215,011,600 21,804,163
第１５９回利付国債 196,348,390 195,137,600 △ 1,210,790
２８年度４回北海道公募公債 100,000,000 98,820,000 △ 1,180,000
第３０６回利付国債 100,026,100 104,690,000 4,663,900
第３０９回利付国債 99,951,250 104,090,000 4,138,750
第３１３回利付国債 198,976,120 210,502,200 11,526,080
第３２８回利付国債 290,765,600 302,209,000 11,443,400
第３２９回利付国債 209,274,800 221,592,000 12,317,200
第３２９回利付国債 313,000,000 330,295,754 17,295,754
第１４７回利付国債 295,516,250 349,905,400 54,389,150
合計 1,997,065,947 2,132,253,554 135,187,607

１０．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。
内容

経常収益への振替額
　基本財産運用益の振替
合計

該当する事項はない。

１１．重要な後発事象

金額

18,835,162
18,835,162
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